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2017年度（平成29年
度）の全国の消費生活
相談窓口に寄せられ
た消費生活相談件数
は、93.7万件で、2016
年度の89.1万件に比
べて増加しました。架
空請求に関する相談
が増加したことが影
響しています。千葉県
内の相談件数も2017
年度49,001件で、県
内の相談も前年度の
47,061件から増加し
ました。

○20歳未満に比べ成人になる20歳代では相談が急増します。成人した若者がターゲットになっていることがうかがえます。民法改正によ
り2022年4月1日より、成年年齢が20歳から18歳に引き下げられます。中学生、高校生のうちから実生活に結びついた知識が必要と
なってきます。
○60歳以上の相談は全体の40.7％と割合が大きく、2008年度（平成20年度）の25.7％から約1.6倍に増加しています。高齢化が進む中、
高齢者の消費者被害が拡大しています。
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消費生活相談の現況
1 全国の消費生活相談件数の推移

（注）架空請求の件数は2000年度以降集計

国民生活センター 「2021年度のPIO-NETに見る消費生活相談の概要」（令和4年8月9日発表）より
＊PIO-NET（パイオネット）全国消費生活情報ネットワークシステム

２ 千葉県内の消費生活相談の年代別割合
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・20歳代の相談割合は、20歳未満に比べ約４倍になっています。成人すると消費者トラブルに巻き込まれることがうかがえます。
2022年4月から成年年齢が18歳に引き下げになり、中学生や高校生のうちから実生活に結びついた知識が必要となっています。

・70歳代が15.3%と最も多く、次いで５０歳代、６０歳代となっており、６０歳代以上の割合は全体の４割近くを占めています。

３ 千葉県内の商品・サービスごとに見た相談の状況 20２１年度（令和３年度）

商品一般 携帯電話に「宅配業者を騙る
不在通知」や「通販業者を騙る料金未
納」がSMS（ショートメッセージサービス）で届
いたり、「身に覚えのない商品代金未
納のハガキが送り付けられた」など、
商品を特定できないものに関する相談

他の健康食品 「1回限りと思い購入し
たら、定期購入だった」などの相談

役務その他サービス「火災保険を使って
住宅の修理工事をしないか」などの相
談

2021年（令和3年）
度の全国の消費生活セ
ンターに寄せられた消
費生活相談件数は
84,37万件となり、前
年度と比べ約10万件
減少しました。架空請
求の相談、新型コロナ
関連の相談等が減少し
たためです。2021年
の千葉県内の相談件数
も48,618件で前年に
比べ10.8％減少しまし
た。

2022年11月
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公序良俗違反（ヤミ金融との取引など）、意思能力なし、
虚偽表示、不当条項

詐欺・脅迫、錯誤、判断能力不十分者の契約（未成年者契約など）、
不当な勧誘行為

債務不履行解除、契約不適合責任、約定解除、合意解除、
クーリング・オフ



 



メール、ＳＮＳ、電話、手紙などで販売目的を告

げずに営業所等に呼び出し、契約させる手口で

す。このような場合は、たとえ店舗や営業所で契

約した場合でもクーリング・オフ＊ができます。

　スマートフォンで「特別価格
500円」という広告を見てダイ
エットサプリメントを注文し
た。１回限りだと思ったが翌月
も商品が届き、４回購入が条件
の定期購入とわかった。

インターネットを通じての取引も申込みと承諾

が合致することで契約となります。いったん契

約が成立すると契約に拘束されます。

（情報商材）

●実在する事業者や公的機関を名乗り無差別に
メールなどを送り付けて架空請求する手口で
す。契約は存在していません（Ｐ3「契約の成立
と解消」を参照）。連絡した人から個人情報を聞
き出し、お金を払わせるのが目的です。ハガキ
や封書による架空請求もあります。絶対に連絡
をせず放置しましょう。

●ネットショッピングの中には詐欺的なサイトも
存在します。このようなサイトの特徴は「安価」
「他では品切れなのに、在庫がある」「連絡先の
記載がない」「不自然な日本語」「前払いの口座
振り込み」などです。申し込む前に事業者名、所
在地、電話番号などを必ず確認しましょう。
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　商品やサービスを販売するのと同時に新たな
会員を勧誘し、その会員がさらに会員を入会さ
せて販売網を拡大していく取引をマルチ商法と
いい、特定商取引法では連鎖販売取引として
規制されています。
　商品やサービスの購入が先行しますが、購入
資金を準備するために、強制的に学生ローンな
どの消費者金融でお金を借りさせて契約させる
のは違法です。加入しても必ず利益が得られる
ものではありませんし、簡単に人を誘えること
もありません。友人や先輩などから「ネットワー
クビジネス」と言って誘われることも多いです
が、ひとたび自分の名前で契約してしまえば自
己責任です。遠慮せずにきっぱり断りましょう。
　契約してもクーリング・オフ＊ができ、また、
その期間が過ぎた後でも中途解約ができ、条件
を満たせば商品の返品もできます。

　言われるまま契約するのではなく、施術内容
や契約内容を理解したうえで契約しましょう。
要件を満たしたエステティックサービスについ
ては特定商取引法の特定継続的役務提供の一類
型としてクーリング・オフ＊ができます。またクー
リング・オフ期間が過ぎても中途解約ができま
す。広告をうのみにしないようにしましょう！

　スマホで「100円脱毛」の広告をみてエステ店に行った
が、何か所もの脱毛と、一緒に使うと効果があるという化
粧品なども勧められて結局50万円の契約をしてしまった。
こんなに高い契約をするつもりはなかった。

　繁華街を歩いていたら、「モデルにならないか」と声を
かけられた。事務所に行き、カメラテストをしたあと、40
万円のレッスンの受講を勧められ契約した。そんな契約
をするつもりはなかった。

　支払い手段が多様化し、クレジットカードをはじめとするキャッシュレス決済が増えています。現金
がなくても買い物ができ便利な反面、現金の重みを感じづらくなっています。
　収入は有限であり、使えるお金には限度があります。クレジットカードは、買い物などの代金をカー
ド会社に立て替えてもらう仕組みで、消費者、カード会社、販売店の三者間契約です。現金がなくて
も商品の購入ができる、支払いを分割にできるなどの利点がありますが、安易なクレジットカードの利
用は多重債務の原因となります。支払利息がかかり、さらに返済が滞ると信用情報にキズがつき、将
来の生活に影響します。

　しわがなくなるとのチラシをみて、美容クリニックに

行ったら、その場で施術をされ、100 万円を超える高

額な請求を受けたなど、高齢者からの相談も増加し

ています。  即日の施術ははっきり断りましょう。

脱毛後にヒリヒリした、やけどになったなど施術自体に関する相談も
寄せられています。脱毛はエステサロンや美容クリニック等で行われ
ますが、毛乳頭、皮脂腺開口部等を破壊する行為（レーザー脱毛など）
は医療行為に当たりエステ店ではできません。
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　電話や訪問でもうかることを強調し、投資や
出資を勧める利殖商法です。「仮想通貨」など話
題の言葉を使って勧めることもありますが、実
態がない商品が多く、判断能力が低下した高齢
者がトラブルに巻き込まれるケースが増えてい
ます。簡単にもうかる話はありません。電話勧誘
販売や訪問販売の場合、クーリング・オフ＊で解
約できる場合もあります。

　無料点検と称して訪問し、不安をあおり契約
させる点検商法です。業者の説明をうのみにせ
ず家族や周囲の人に相談するなど、急かされて
もすぐに契約しないよう注意しましょう。「今日
契約すれば特別に安くする」との言葉も要注意
です。訪問販売や電話勧誘で契約してしまった
場合、クーリング・オフ＊ができます。

　大手通信業者から光回線を借り受けた光コラ
ボレーション事業者の参入により電話や訪問に
よる勧誘が増加しています。今より安くなると勧
誘されてもすぐ返事をせず、契約先の事業者名
やサービス内容を確認しましょう。書類が届いた
場合は放置せず、契約内容を確認することが重
要です。光回線の契約は電気通信事業法で、初期
契約解除制度の対象となり、契約書面が届いた
日から8日間は契約解除ができます。

　チラシを見て、不
用品処分を電話で
依頼した。3万円く
らいと言われてい
たのに、積み込み
が終わった後、30万円を請求された。
→自分から業者を呼んでいるので
クーリング・オフ制度はありません。契
約時や作業前に追加料金がないかを
確認しましょう。

こんなトラブルにもご注意！終活も狙われています!!

チラシを見て頼んだ廃品回収！なんでも買い取ると言われたのに！
　「なんでも買い

取る」と電話があ

り、着物の買い取

りを頼んだのに、

「貴金属はないか」と家の中を探さ

れ、安く売ってしまった。

→クーリング・オフ＊ができます。

原野商法二次被害！

光回線の電話勧誘

光回線の勧誘トラブルにご注意

　子どもに迷惑を
かけたくないと思
い、以前に購入した
原野を買い取ると
訪問してきた業者に
売却したが、別の土
地を購入させられていた。
→過去に値上がりの見込みがない原野
などを買わされた被害者が、二次被害
に遭う事例です。お金を払ってしまう
と取り戻すことは困難です。宅地建物
取引業の免許を持っていても安易に信
用しないようにしましょう。

　昨日突然「注文された健康食品を発
送する」と電話が入った。何のことか
分からず「ハイ」と言ったら今日商品
が届いた。代引配達だったので仕方な
く代金を払ってしまったが、申し込ん
だ覚えがない。

　契約中の大手通信会社を名乗り、
今より安くなるので、変更しないか
と電話があった。同じ会社のプラン
変更かと思い安くなるならと思っ
て承諾した。後日、書類が届き、別の
通信会社と契約したと気が付い
た。契約会社を変更するつもりはな
かった。

　「新商品の宣伝と粗品プレゼント！」の投げ込みチラシを
見て友人と会場へ行った。日用品や食料品が安かったの
で、次々と購入し
た。最後に「血圧が
下がる磁気マットレ
スが半額」だと言わ
れ、その場の熱気に
のまれ買ってし
まった。高額なうえ
本当に効くか疑問
だ。

　高齢者を集めて日用品や食料品などをタダ同
然で販売したり配ったりして、雰囲気を盛り上
げて高額な商品を売りつける催眠商法（ＳＦ商
法） です。 病気が治ると言って高額な健康関
連商品などを買わせるトラブルが発生していま
す。その場の雰囲気に流されず、きっぱり断るこ
とが大切です。催眠商法は訪問販売を利用した
手口であり、クーリング・オフ＊ができます。
※ SF 商法の 「SF」 は最初にこの商法を行った事業者 （新
製品普及会） の略称に由来します。
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健康食品や海産物など高齢者を狙ったトラブル
が発生しています。 覚えがなければきっぱり断
り、 代金は支払わず受け取りを拒否しましょう。
電話で承諾してしまっても電話勧誘販売として
クーリング・オフ＊ができます。
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ＳＤＧsとは持続可能な開発目標の略称

　2015年（平成27年）9月に国連の持続可能な開発サミットで採択された

「持続可能な開発目標（ＳＤＧs）」は経済・社会・環境をめぐる広範な課題につ

いて、すべての関係者の役割を重視し、「誰一人取り残さない」世界の実現を

目指す17の国際目標です。」

＜消費者庁「持続可能な開発目標（ＳＤＧs）の推進と消費者政策」より＞

ＳＤＧsとは？
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